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 Ⅰ 予算の全体像 

 

１．粕屋町の財政状況（普通会計） 

平成３０年度普通会計決算では、実質収支が約３億６千万円の黒字となりました。基金につい

ては、財政調整基金・減債基金・公共施設整備基金の三基金の年度末残高が、前年度から約９千

万円増加し２９億４，５７０万円となりました。町債は、通常債残高が減少したため前年度から

約３億８千万円減少し、年度末の残高は１０２億４，５７０万円となりました。財政の健全性を

示す財政健全化判断比率については、実質公債費比率、将来負担比率ともに国が示す早期健全化

基準を大きく下回り、財政の健全性は確保されています。 

今後の見通しについて、令和元年度は防災対策、老朽化施設への対応、待機児童の解消等の課

題を踏まえた必要な事業を多数実施した結果、財政調整基金残高は減少に転じる見込みとなって

います。また、令和２年度以降も上記の課題に加え、社会保障関連経費の伸びなどにより多くの

支出が見込まれる一方で、収入については、人口の増加などに伴い町税収入が増加していくと予

想されるものの、町税と代替関係にある地方交付税は税収増により減少していくと考えられるこ

とから、一般財源総額の大幅な増加が期待できないため、基金の取崩しが避けられない厳しい財

政運営が続く見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【財政力指数とは】 

自治体の財政力をあらわ

す指標で、数値が大きいほ

ど財政的に安定した団体と

され、「１」を超えると地方

交付税が交付されなくなり

ます。 

福岡県平均値を大きく上

回っており、比較的良好な

値を示しています。 
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■ 財政力指数 ■

福岡県平均（政令市除く） 福岡県内類似団体平均 粕屋町

【類似団体とは】 

国勢調査を基に、市町村を人口と産業構造により分類したもので、類似する他の自治体と

比較することで、自町の財政状況の特徴などを把握することが可能になります。福岡県内の

類似団体には、宇美町・篠栗町・志免町・須恵町・新宮町・岡垣町などがあります。 

【標準財政規模とは】 

地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を示すものです。 
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【経常収支比率とは】 

地方税・地方交付税などの

経常一般財源収入に占める

人件費・扶助費など経常的な

経費の割合のことです。 

近年の上昇傾向から一転

し、平成 30 年度は 3.3 ポ

イント下がりましたが、財政

の硬直化傾向は変わらず、道

路や生活基盤整備などの投

資的事業にまわす余力に乏

しい状況が続いています。 
 

【実質公債費比率とは】 

実質的な公債費に充てる

一般財源の標準財政規模に

対する比率のことです。 

平成 30 年度は前年度と

変わらず、近年は横ばいとな

っています。ピークである平

成 23 年度からは減少傾向

にあり、早期健全化基準

（25.0％）を大きく下回っ

ています。 

 
 

【将来負担比率とは】 

自治体が将来負担すべき

実質的な負債の標準財政規

模に対する比率のことです。 

平成 30 年度は将来負担

額が充当可能財源等を下回

ったため算定されず健全な

値を示しています。なお、早

期健全化基準（350.0％）

を大きく下回っています。 
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２．令和２年度の予算総額 

一般会計予算は１５１億３，１００万円となっており、特別会計と企業会計を合わせた予算総額

は２６０億４，６３２万２千円です。前年度当初予算から６億４，０３４万６千円（２．５％）の増額となり

ます。  

※対前年比は、前年度の当初予算との比較 

 

 粕屋町の予算総額 ２６０億４，６３２万２千円  ２.５％↑ 

 

 

 

一般会計予算      １５１億３,１００万円       ３.７％↑ 
 

     粕屋町の一般的な予算のことで、税金や交付金などの歳入を、道路整備や 

福祉サービスなどの行政サービス全般に使います。 

 
 

 

 

特別会計予算       ６７億５,077 万４千円     △３.５％ 
 

（内訳） 

・国民健康保険特別会計 ３７億５,３６０万５千円  △６.４％ 

・後期高齢者医療特別会計 ５億２,０３３万２千円 ０.７％↑ 

・介護保険特別会計 ２４億７,５６６万１千円   ０.４％↑ 

・住宅新築資金等貸付事業特別会計   , １１７万６千円   ０.１％↑ 

 

     ある特定の収入を特定の目的のために使用する会計予算のことで、一般会計 

とは区分して経理を行います。粕屋町には上記４つの特別会計があります。 

 
 

 

 

企業会計予算       ４１億６,４５４万８千円     ９.２％↑ 
 

（内訳） 

・水道事業会計         １８億１,３０２万１千円  ２７.０％↑ 

・流域関連公共下水道事業会計  ２３億５,１５２万７千円  △１.５％ 

 

     特定事業について、民間企業と同様に事業を行った収入を事業費に充てて運営 

していく独立採算制の予算です。粕屋町には上記２つの企業会計があります。 

 

対前年比 

対前年比 

対前年比 

対前年比 
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自主財源
8,209,896
54.3%

依存財源
6,921,104
45.7%

町税
6,645,177
43.9%

繰入金
498,544
3.3%

その他
1,066,175

7.0%

町債
774,100
5.1%

地方交付税
820,000
5.4%

国・県支出金
3,980,786
26.3%

その他
1,346,218

8.9%

歳入

15,131,000

 Ⅱ 歳入（一般会計） 

 

１．歳入の構成 

自主財源は、大半を占める町税が前年度比１億７，１３０万円（２．６％）の増となりました。一方

で依存財源は、町債、地方交付税が減となりましたが、国・県支出金が増加し、前年度比４億２，

６３２万２千円（６．６％）の増となっています。自主財源、依存財源ともに増加しましたが、依存財

源の伸びが大きく、自主財源の割合は前年度から１．２ポイント下がり５４．３％となりました。 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）により合計が一致しない場合があります。 

 

（単位：千円）

２年度当初予算額 元年度当初予算額 比　較 対前年比（%）

町　税 6,645,177 6,473,877 171,300 2.6

繰入金 498,544 441,647 56,897 12.9

その他 1,066,175 1,186,694 △ 120,519 △ 10.2

計 8,209,896 8,102,218 107,678 1.3

町　債 774,100 875,900 △ 101,800 △ 11.6

地方交付税 820,000 930,000 △ 110,000 △ 11.8

国・県支出金 3,980,786 3,483,863 496,923 14.3

その他 1,346,218 1,205,019 141,199 11.7

計 6,921,104 6,494,782 426,322 6.6

15,131,000 14,597,000 534,000 3.7合　計

歳入構成

自
主
財
源

依
存
財
源

≪用語の説明≫ 

【町税】 
町民の皆さまに納めていた

だく税金です 
 
【繰入金】 

歳入不足を補うため、積み立
てていた基金から繰り入れる
のが主で、特別会計への繰出金
を精算後繰り入れることもあ
ります 

 
【町債】 

町が事業資金を調達するた
めの借金及び地方交付税の振
替である特例地方債（臨時財政
対策債）で、中長期にわたり返
済します 
 
【地方交付税】 

県や市町村の財政状況に応
じて国から地方に交付される
お金です 
 
【国・県支出金】 

町がおこなう事務や事業に
対する国や県からの補助金（負
担金）です 

（単位：千円） 
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総務費
1,404,658

9.3%

民生費
6,428,364
42.5%

公債費
1,047,148

6.9%

教育費
2,532,889
16.7%

衛生費
1,405,366

9.3%

土木費
1,340,167

8.9%

消防費
551,835
3.6%

農林水産業費
157,095
1.0%

その他
263,478
1.7%

歳出

15,131,000

 Ⅲ 歳出（一般会計） 

 

１．目的別歳出予算 

障がい者(児)サービス事業費の増加や幼児教育・保育の無償化実施などにより、民生費が前年

度比５億５，０６５万円（９．４％）の増となりました。また、行政サービス包括業務委託の実施など

により、総務費が前年度比１億１，１０８万１千円（８．６％）の増となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）により合計が一致しない場合があります。 

 

（単位：千円）

目的別歳出構成 ２年度当初予算額 元年度当初予算額 比　較 対前年比（%）

総　務　費 1,404,658 1,293,577 111,081 8.6

民　生　費 6,428,364 5,877,714 550,650 9.4

公　債　費 1,047,148 1,065,334 △ 18,186 △ 1.7

教　育　費 2,532,889 2,494,754 38,135 1.5

衛　生　費 1,405,366 1,383,925 21,441 1.5

土　木　費 1,340,167 1,466,092 △ 125,925 △ 8.6

消　防　費 551,835 554,728 △ 2,893 △ 0.5

農林水産業費 157,095 151,684 5,411 3.6

そ　の　他 263,478 309,192 △ 45,714 △ 14.8

合　計 15,131,000 14,597,000 534,000 3.7

≪用語の説明≫ （単位：千円） 

【総務費】行政運営の事務や町
税の事務などの経費 
 

【民生費】高齢者や障がい者な
どの福祉、保育所の運営などの
経費 
 

【公債費】地方債の元金及び利
子の返済のための経費 
 

【教育費】小中学校や生涯学習、
図書館、体育事業などの経費 
 

【衛生費】保健、健康づくり、
ごみ、環境対策などの経費 
 

【土木費】道路、水路、公園な
どの維持管理や町営住宅の経費 
 

【消防費】消防署、消防団の運
営や防災の経費 
 

【農林水産業費】農業振興のた
めの経費 
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歳 出 

12,306,000 

消費的経費
11,517,843

76.1%

投資的経費
1,312,811

8.7%

その他
2,300,346
15.2%

人件費
2,371,498
15.7%

物件費
2,833,966
18.7%

補助費等
1,963,110
13.0%

扶助費等
4,349,269
28.7%

普通建設事業費
1,312,796

8.7%

公債費
1,047,148

6.9%

繰出金等
1,253,198

8.3%

歳出

15,131,000

２．性質別歳出予算 

会計年度任用職員制度の開始に伴い、臨時・非常勤職員の経費が物件費から人件費へ移行した

ため、人件費が前年度比５億２，２５５万７千円（２８．３％）と大幅に増加し、また、社会保障関連経

費の増加により、扶助費等が前年度比２億４，０９１万３千円（５．９％）の増となり、消費的経費は前

年度比５億９，５８９万９千円（５．５％）の増となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）により合計が一致しない場合があります。 

 

 

（単位：千円）

２年度当初予算額 元年度当初予算額 比　較 対前年比（%）

人件費 2,371,498 1,848,941 522,557 28.3

物件費 2,833,966 3,105,873 △ 271,907 △ 8.8

補助費等 1,963,110 1,858,774 104,336 5.6

扶助費等 4,349,269 4,108,356 240,913 5.9

計 11,517,843 10,921,944 595,899 5.5

普通建設事業費 1,312,796 1,363,538 △ 50,742 △ 3.7

災害復旧事業費 15 15 0 0.0

失業対策費 0 0 0 -

計 1,312,811 1,363,553 △ 50,742 △ 3.7

公債費 1,047,148 1,065,334 △ 18,186 △ 1.7

繰出金等 1,253,198 1,246,169 7,029 0.6

計 2,300,346 2,311,503 △ 11,157 △ 0.5

15,131,000 14,597,000 534,000 3.7合　計

投

資
的

経
費

そ
の

他

性質別歳出構成

消

費
的

経
費

（単位：千円） 

歳出 

12,276,000 

≪用語の説明≫ 

（単位：千円） 
【消費的経費】支出効果が単年度
又は短期間に終わるもの、後年度
に形を残さない経費 
 

【投資的経費】社会資本整備など、
支出の効果が長期にわたる経費 
 

【人件費】職員の給与、議員や各
種委員の報酬などの経費 
 

【物件費】物品購入、光熱水費、
通信費、使用料、委託料などの経
費 
 

【補助費等】各種団体や一部事務
組合などに対し補助（負担）する
経費 
 

【扶助費】法令などに基づき給付
されるお金や物品などの経費 
 

【普通建設事業費】道路、学校な
どの公共施設の新増設や改修に要
する経費 
 

【災害復旧事業費】風水害、地震
災害を受けた施設等を復旧する経
費 
 

【繰出金等】特別会計に支出され
る経費 



例）行財政改革推進事業の場合

１　地域のつながりを大切にしたまちづくり

事業費 千円

財源内訳

画像

６，９１７ 一般会計（教育費）

（町費６，９０７・その他１０）

　社会教育を通じた住み良いまちづくりのため、社会教
育委員や社会教育関係団体と連携し環境づくりに取り組
むことで、町の社会教育を推進します。
　今年度は、パラリンピック採火式があり、関連したイ
ベントを予定しています。

１. 事務事業説明の見方

２. 令和２年度　主要な事務事業

予算額　９４，５６９千円（５事務事業） 　

 社会教育事務 社会教育課 ☎ ９３８－０２４３

重点

事業費 千円

財源内訳

９，４６１ 一般会計（総務費）

（町費９，４６１）

　行財政改革推進事業 経営政策課 ☎ ９３８－０１７５

　限りある行政資源を有効活用し、町民視点・経営的視点
で、成果重視の行政運営を進めます。
　今年度は、第５次粕屋町総合計画後期基本計画を策定しま
す。総合計画シンポジウムなど、多くの町民の皆様の参画の
もと、町民と行政がまちのめざす将来像を共有できる計画を
策定します。

第５次粕屋町総合計画

基本目標１ つながりと交流を深め、心豊かな人を育む協働のまち

この政策の実現のため、令和２年度は予算額２７億２万２千円を計上し、４４事務事業を実施します。

Ⅳ 令和２年度 主要な事務事業

令和２年度は１５９の事務事業を予定しており、主要な事務事業について掲載しています。

※事業費に正規職員の人件費は含んでいません。

担当課の連絡先

事業に関する
写真・イラストなど

事業費の
財源内訳

会計名

事務事業名令和２年度
重点事業の表示

事業の説明
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２　地域でともに助け合う安全なまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

３　未来を担う子どもたちを育むまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

４　身近な学びと交流があるまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

事業費 千円

財源内訳

画像　歴史資料館の企画展示や歴史講座等により町民の地域
の歴史と文化に対する理解を深め、郷土に対する誇りや
愛着を育みます。
　今年度は、阿恵官衙遺跡の国指定記念シンポジウムを
開催します。

予算額　５９６，８１２千円（１４事務事業） 　

予算額　１，３５６，７７０千円（１２事務事業）　

　歴史資料館企画事業

９１７ 一般会計（教育費）

協働のまちづくり課 ☎ ９３８－０１７３

３９，５７３ 一般会計（総務費）

社会教育課 ☎ ９３８－０２４３

　防犯灯設置への補助や登下校時の防犯パトロールによ
り犯罪の未然防止に努めます。また、防犯ボランティア
団体への支援を行い、地域ぐるみの防犯活動を促進しま
す。
　今年度は、新たな子どもの見守りシステムを導入し、
犯罪の未然防止と事件発生時の早期解決を図ります。

学校教育課 ☎ ９３８－０１８２

　防犯対策事業

（国費３，１５０・町費１６，６２３・その他１９，８００）

（町費６２９・その他２８８）

（国費４６，０８８・町費８９，５０８・地方債２３２，５００）

　児童生徒が安全で安心して学習できる教育環境の整備
を進めるため、学校施設の維持管理や計画的な施設の改
修を行います。
　今年度は、昨年度に引き続き仲原小学校校舎の第２期
大規模改造工事を行います。

（町費５０，１８７・その他８００）

　福祉センターを地域の人々が安心して生活することが
できる「福祉のまちづくり」の場として提供するため、
福祉センターの施設及び運営の管理を行います。
　今年度は、福祉巡回バス（ふれあいバス）の大型商業
施設やＪＲ駅への乗り入れを開始し、住民の利便性の向
上を図ります。

　福祉センター管理運営事業 介護福祉課

予算額　６５１，８７１千円（１３事務事業） 　

☎ ９３８－０２２９

５０，９８７ 一般会計（民生費）

　小学校施設整備事業

３６８，０９６ 一般会計（教育費）

阿恵官衙遺跡

青パト

ふれあいバス

第1期工事を終えた仲原小学校
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１　自然と調和した便利で快適なまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

2　安心で快適な生活基盤を備えたまちづくり

事業費 千円

財源内訳

画像

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

　安全で快適な道路環境を確保するため、老朽化した道
路舗装の整備や都市間・地域間幹線道路の整備、道路照
明の整備を行います。
　今年度は、内橋・大隈線の舗装修繕工事を行います。

　都市と自然が調和したゆとりあるまちづくりのため、
粕屋町都市計画マスタープランに即したまちづくりの推
進と秩序ある土地利用を促進します。
　今年度は、長者原駅と酒殿駅の駅前整備を進めます。
また、昨年に引き続き計画的なまちづくりを進める酒殿
駅南土地区画整理事業に対し支援を行います。

５７，２９９ 一般会計（土木費）

（国費１６，５００・町費２５，９９９・地方債１４，８００）

　街路建設事業に伴う町事業

予算額　２，４１８，３８４千円（１４事務事業）

☎９３８－０２０８

７１，０００ 一般会計（土木費）

（町費６６，５００・地方債４，５００）

　交通渋滞の解消と安全で快適な交通網の実現等、広域
交通網を充実させていくため、福岡県と協力し、街路建
設を進めます。
　今年度も、福岡都市圏の広域道路交通網となる都市計
画道路粕屋久山線建設事業を行います。

都市計画課

　道路改良新設事業 道路環境整備課 ☎ ９３８－０１９８

　地域生活空間整備促進事業 都市計画課 ☎９３８－０２０８

１７０，３００ 一般会計（土木費）

（国費３４，４００・町費８９，５００・地方債４６，４００）

予算額　３２４，００５千円（１０事務事業） 　

基本目標２ 都市と自然が調和し、快適に暮らせる活力あるまち

この政策の実現のため、令和２年度は予算額３３億２，８８７万４千円を計上し、３５事務事業を実施します。

内橋・大隈線（大隈区）

事業中の酒殿駅南地区

多々良川に架かる橋を工事中
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重点

事業費 千円

財源内訳

画像

事業費 千円

財源内訳

画像

３　自然にやさしく住みよい環境のまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

４　地域個性を活かした活力ある産業のまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

重点

事業費 千円

財源内訳

道路環境整備課 ☎ ９３８－０１９８

　農業振興事業

　稼働を停止している清掃センターについては、維持管
理を行うとともに、解体撤去を実施します。
　今年度は、解体に向けた公害対策審議会や設計の修正
を行います。

６，０７７

（町費６，０７７）

予算額　１４５，３００千円（４事業） 

１０８，７３１

　農業の振興や農地保全・災害防止のために、農地治水
に関する整備、維持管理を行い、農区をはじめとした関
係機関との調整を図ります。
　今年度は、ため池３か所の耐震診断を実施するととも
に、ハザードマップの作成を行います。

一般会計（農林水産業費）

　河川維持事業

（町費７，７５６）

　水害の防止のために、準用河川の維持管理や河川災害
に備えた応急修繕資材の確保を行います。
　今年度は、南里水路の改修計画の策定を行います。

（県費４８，１７９・町費３６，７７１・その他２３，７８１）

地域振興課

予算額　４４１，１８５千円（７事業） 　

道路環境整備課 ☎ ９３８－０１９８

７，７５６ 一般会計（土木費）

☎ ９３８－０１９４

　清掃センター保安管理事業

　安全・安心で良質な水を安定供給するために、水資源
の確保と水質管理の徹底、水道施設や配水管等の適切な
管理を行うとともに、経営基盤の強化を行います。
　今年度は、水道の安定した供給のため、新たな配水池
を築造します。

（企業債５２２，６００・その他８０２，５３４）

一般会計（衛生費）

　水道事業

１，３２５，１３４ 水道事業会計

☎９３８－０２３９上下水道課

（町費２８９）

　将来に渡り安定した自治体経営と、雇用の場の創出の
ため、企業の立地に向けた施策の調査・検討を行うとと
もに、庁内の包括的な体制づくりを行います。

　企業立地対策事業 都市計画課 ☎９３８－０２０８

２８９ 一般会計（土木費）

駕与丁池

新設配水池（イメージ）

南里水路

粕屋町清掃センター（旧焼却場）
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１　誰もが健康で暮らせるまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

重点

事業費 千円

財源内訳

　

２　子育て世代が明るく暮らせるまちづくり

事業費 千円

財源内訳

画像

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

　健康づくり総務事務 健康づくり課 ☎ ９３８－０２５８

１６，８９４

（町費１６，８９４）

　町民の健康づくりに関連する事業を円滑に遂行するた
めの事務を行います。また、粕屋地区の医師会、保健所
等と連携し、救急医療体制を整備します。
　今年度より健診予約システムを導入し、受診率の向上
やそれに伴う健康に対する意識の向上を図ります。

予算額　２６７，７７０千円（５事務事業） 　

一般会計（衛生費）

１，５７８，５７６ 一般会計（民生費）

　就労等により家庭で保育ができない保護者に代わって
保育施設が児童の保育を行うことで、ワークライフ・バ
ランスの確立と児童の健やかな心身発達を促します。
　今年度は、新たな保育所を開園することで、待機児童
解消に向けた保育の受け皿を確保します。

（国費６，７４８・町費２４６）

（国費７７６，２３９・県費３０４，６２２・町費３６６，９７５・その他１３０，７４０）

　保育所・幼稚園の入退所管理や児童福祉関係協議会の
運営など、児童福祉関係事業が円滑に遂行できるよう事
務を行います。
　今年度は、保育所入園申込み等の入力事務にＲＰＡシ
ステムを活用することで、効率化を図ります。
※ＲＰＡシステム…パソコンへの入力作業などを自動的に入力するシステム。

　私立・町外保育施設等運営事業 ☎ ９３８－０２１４

（国費７８６・県費５００・町費１７３，７７４）

　伝染のおそれのある疾病の発生やまん延を予防すると
ともに、個人の発病及び重症化を防止するため、予防接
種法に基づく定期予防接種を実施します。
　今年度は、１０月からロタウイルスが定期接種となる
ため、予防接種の種類を追加しています。

子ども未来課

予算額　３，７３５，０３１千円（１７事務事業） 　

　児童福祉総務事務 子ども未来課 ☎ ９３８－０２１４

６，９９４ 一般会計（民生費）

　感染症予防事業 健康づくり課 ☎ ９３８－０２５８

１７５，０６０ 一般会計（衛生費）

基本目標３ 誰もが安心して幸せに暮らせるやすらぎのまち

この政策の実現のため、令和２年度は予算額１３２億４，９６３万３千円を計上し、４８事務事業を実施します。

タイトル

仲原保育所

webけんしん予約
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事業費 千円

財源内訳

画像

３　高齢者が元気に暮らせるまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

４　障がい者がともに暮らせるまちづくり

事業費 千円

財源内訳

画像

５　誰もが心豊かに暮らせるまちづくり

事業費 千円

財源内訳

画像

☎９３８－０２２９

６４，５０３ 一般会計（土木費）

（国費２３，４５３・地方債２８，２００・その他１２，８５０）

　健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、そ
の住宅を困窮する低所得者に対して、低廉な家賃で賃貸
することにより、町民生活の安定と社会福祉の増進に寄
与します。
　今年度は、粕屋町営住宅長寿命化計画に基づき、甲仲
原団地のバリアフリー化等改修工事を実施します。

　町営住宅管理運営事業 介護福祉課

９６，３５１ 一般会計（衛生費）

　妊娠期から子育て期にわたるまで切れ目のない相談支
援を実施し、乳幼児の健やかな成長・発達と保護者の育
児不安の低減を図ります。
　今年度は、増加している外国人の妊産婦に対応するた
め、多言語音声翻訳システムを導入します。

予算額　１８０，３６５千円（６事務事業） 　

予算額　７，７４３，１６９千円（１３事務事業） 　

８，１６３ 一般会計（民生費）

（県費３７４・町費７，７８９）

☎９３８－０２２９

１００，０８８ 介護保険特別会計

　介護予防・日常生活支援総合事業 介護福祉課

☎９３８－０２２９

　在宅で暮らす障がいのある方やそのご家族が安心して
暮らせるために、配食サービスや福祉タクシー利用補助
等の支援を行います。
　今年度より、小児・AYA世代（思春期・若年成人）がん
患者の在宅療養生活支援事業に取り組みます。

（国費２５，０２２・県費１２，５１１・その他６２，５５５）

要支援者や事業対象者を対象に地域の実情や個々のニー
ズに応じたサービスを提供します。また、高齢者自身が
支える側になれるようなサポーターの育成や地域で支え
合う仕組みを構築します。

　障害者在宅福祉サービス事業 介護福祉課

（国費６，９７０・県費５，７６４・町費８２，９２１・その他６９６）

予算額　１，３２３，２９８千円（７事務事業） 　

☎ ９３８－０２５８健康づくり課　子育て世代包括支援事業

タイトル

介護予防事業の様子

甲仲原団地

粕屋町子育て世代包括支援センター

（健康センター内）
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１　町民のための行政経営のまちづくり

重点

事業費 千円

財源内訳

画像

重点

事業費 千円

財源内訳

事業費 千円

財源内訳

画像

９，４６１ 一般会計（総務費）

（町費９，４６１）

　移住支援事業

　限りある行政資源を有効活用し、町民視点・経営的視
点で、成果重視の行政運営を進めます。
　今年度は、第５次粕屋町総合計画後期基本計画を策定
します。総合計画シンポジウムなど、多くの町民の皆様
の参画のもと、町民と行政がまちのめざす将来像を共有
できる計画を策定します。

　福岡県内における移住・定住の促進と、中小企業等に
おける人手不足の解消を支援するため、福岡県と県内市
町村が共同で移住支援制度を実施します。

　行財政改革推進事業 経営政策課 ☎ ９３８－０１７５

　電子広報広聴管理事業 協働のまちづくり課 ☎ ９３８－０１７３

２，３９２ 一般会計（総務費）

（町費２，１５２・その他２４０）

予算額　５４４，５３９千円（２２事務事業） 　

　効果的な情報発信や広聴活動により、町政や地域に関
する情報の共有化を図るとともに、町の魅力を発信しま
す。
  今年度は、リニューアルした町ホームページを活用
し、わかりやすく迅速な情報発信を行います。

経営政策課 ☎ ９３８－０１７５

２，０００ 一般会計（総務費）

（県費１，５００・町費５００）

基本目標４ 健全で持続可能な行政経営をめざすまち

この政策の実現のため、令和２年度は予算額１２億２，９０１万５千円を計上し、３２事務事業を実施します。

第５次総合計画策定時のシンポジウム

粕屋町公式ウェブサイト
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事業費 千円

財源内訳

事業費 千円

財源内訳

２　健全な財政運営のまちづくり

事業費 千円

財源内訳

３　広域的な視点に立ったまちづくり

事業費 千円

財源内訳

画像

（町費６８）

　福岡都市圏及び粕屋中南部地域の広域連携により、高
次で均質な行政サービスや一体的な地域振興を図りま
す。
　今年度も、大規模なスポーツイベント開催に伴い、子
どもたちを対象とした体験教室などを通してスポーツの
普及啓発に取り組みます。

☎ ９３８－０１７５経営政策課

地域振興課 ☎ ９３８－０１９４

一般会計（総務費）

（県費２０，０００・町費５，３１０）

　国勢調査は、国の最も基本的で重要な統計調査として
５年ごとに実施され、国内の人口・世帯の実態を把握
し、各種行政施策その他の基礎資料を得ることを目的と
しています。
　指導員や調査員への指導、支援等を行うとともに、イ
ンターネット回答の促進に努め、調査員の負担軽減及び
回答者の利便性の向上を図ります。

６８ 一般会計（総務費）

　広域連携事業

　ふるさと納税事業

　ふるさと納税制度の趣旨に沿って、地域活性化及び財
源確保を図るため、地域振興に寄与する特産品等を活用
して取り組みます。

３１，６９２ 一般会計（総務費）

２５，３１０

（町費３１，６９２）

　電算管理事業

６０，６９４ 一般会計（総務費）

（町費６０，６９４）

予算額　４７９，９１９千円（３事務事業） 　

　国勢調査事務

予算額　２０４，５５７千円（７事務事業） 　

協働のまちづくり課 ☎ ９３８－０１７３

経営政策課 ☎ ９３８－０１７５

　住民生活や地域の社会経済活動に関する情報資産を保
護するため、情報システムの適切な運用管理、情報セ
キュリティ対策を講じます。
　今年度は、ネットワーク基盤の更改を計画的に進めま
す。

ふるさと納税サイト

タグラグビー体験教室（令和元年度）

国勢調査は100年目を迎えます。
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Ⅴ 予算資料 
 

 

 

１．総括表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

令和２年度 令和元年度 比較増減 対前年比（%）

15,131,000 14,597,000 534,000 3.7

6,750,774 6,994,033 △ 243,259 △ 3.5

3,753,605 4,010,722 △ 257,117 △ 6.4

520,332 516,816 3,516 0.7

2,475,661 2,465,320 10,341 0.4

2,458,655 2,450,034 8,621 0.4

17,006 15,286 1,720 11.3

1,176 1,175 1 0.1

21,881,774 21,591,033 290,741 1.3

（単位：千円）

令和２年度 令和元年度 比較増減 対前年比（%）

収益的収入 1,054,263 1,046,892 7,371 0.7

収益的支出 906,902 926,949 △ 20,047 △ 2.2

資本的収入 526,700 4,100 522,600 12,746.3

資本的支出 906,119 500,241 405,878 81.1

収益的収入 1,254,970 1,267,450 △ 12,480 △ 1.0

収益的支出 1,362,215 1,344,472 17,743 1.3

資本的収入 746,739 791,044 △ 44,305 △ 5.6

資本的支出 989,312 1,043,281 △ 53,969 △ 5.2

流域関連
公共下水道
事業

水道事業

合　　　計

　公 営 企 業 会 計

介護サービス勘定

住宅新築資金等貸付事業

介護保険

保険事業勘定

国民健康保険

後期高齢者医療

　一　般　会　計

　特　別　会　計

【一般会計とは】 

目的を限定せずに、行政運営の基本的な経費を管理する会計です。子育て支援、高齢者や障が

い者のための福祉事業、生活基盤（学校、道路、公園等）の整備や健康づくりなど、生活全般に

関係する事業に必要なお金の管理を行います。 

 

【特別会計とは】 

特定の事業や特定の資金を運用するために、一般会計と区分して管理する会計です。かかった

経費を保険料など入ってくるお金でまかなうため、一般会計とは別にしています。 

 

【企業会計とは】 

地方公共団体が営む公共的な事業（水道事業など）を管理する会計です。民間企業と同じよう

に、利用した人から料金をもらって（事業で収入をあげて）、かかる経費をまかないます。 
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12,306 
11,426 11,618 

12,276 
13,098 

13,937 13,484 13,631 
14,597 

15,131 

5,706 

6,027 
6,489 

6,593 

7,123 

7,181 
7,173 6,888 

6,994 
6,751 

3,714 

3,450 

3,397 

3,504 

3,758 

3,662 
3,720 3,779 

3,815 
4,165 

21,726 

20,903 
21,504 

22,374 

23,979 

24,780 
24,377 24,298 

25,406 

26,046 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

（百万円）

一般会計

特別会計

企業会計

予算総額

２．予算規模の推移（一般会計・特別会計・企業会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）により合計が一致しない場合があります。 

※企業会計は収益的支出と資本的支出の合計額を記載しています。 
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5,458 5,450 5,447 5,522 5,611 5,883 6,064 6,238 6,474 6,645 

565 495 396 399 353 

680 
4 

452 
442 

499 

925 952 1,042 1,059 
1,271 

1,299 

1,423 

1,395 1,187 
1,066 

794 690 683 
790 

1,100 

1,078 

980 

618 
876 774 

1,373 
1,330 1,290 

1,210 

1,170 

1,300 

1,150 
1,000 

930 820 

2,568 

1,929 2,175 

2,644 

2,745 

2,769 

2,826 2,895 

3,484 
3,981 

624 

581 
585 

653 

849 

927 

1,037 
1,033 

1,205 

1,346 

12,306 

11,426 
11,618 

12,276 

13,098 

13,937 

13,484 13,631 

14,597 

15,131 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

（百万円）

町税

繰入金

その他

町債

地方

交付税

国・県

支出金

その他

56% 60% 59% 57% 55% 56% 56% 59% 56% 54%

全体に占める

自主財源の割合

＝自主財源比率

自

主

財

源

依

存

財

源

歳入合計

３．自主財源比率の推移（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）により合計が一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

【自主財源とは】 

地方公共団体が自主的に収入できる財源です。町税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、

財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入があります。 

【依存財源とは】 

国や県の配分による財源です。地方交付税、国・県支出金、地方譲与税、町債があります。 
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1,751 1,685 1,731 1,710 1,798 1,757 1,772 1,813 1,849 
2,371 

2,197 2,248 2,278 2,473 
2,659 2,722 2,746 2,792 

3,106 

2,834 

2,499 2,361 
2,607 

2,891 
2,893 

3,334 3,469 
3,752 

4,108 

4,349 1,977 2,054 
2,020 

2,070 

2,207 

2,078 1,987 
1,918 

1,859 

1,963 

1,229 

495 

752 

900 

1,288 

1,737 
1,131 

1,019 

1,364 

1,313 

1,664 

1,606 
1,191 

1,186 

1,041 

1,034 

1,143 
1,086 

1,065 

1,047 

941 

942 
1,029 

1,047 

1,212 

1,275 

1,237 
1,250 

1,246 

1,253 

12,306 

11,426 
11,618 

12,276 

13,098 

13,937 

13,484 13,631 

14,597 

15,131 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度

（百万円）

扶助費等

物件費

人件費

補助費等

普通建設

事業費

公債費

繰出金等

歳出合計

消

費

的

経

費

投
資
的
経
費

そ
の
他

４．消費的経費・投資的経費の推移（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理（四捨五入）により合計が一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【消費的経費とは】 

支出効果が単年度又は短期間に終わるものであり、後年度に形を残さない経費です。 

人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補助費などをいいます。 

【投資的経費とは】 

社会資本整備など、支出の効果が長期にわたる経費です。 

普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費をいいます。 
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【臨時財政対策債とは】 

地方一般財源の不足分を補うた

め、平成１３年度から特例的に普通

交付税の振替として発行されてい

る地方債（地方公共団体の借金）で、

元利償還金相当額が後年度の地方

交付税に算入されます。 

【公債費とは】 

借金である地方債の返済に充て

る費用で、元金と利息の合計です。 

3,463 

3,066 

3,297 

3,790 

3,812 

4,159 

4,018 

3,924 

4,584 

5,809 

6,798 

6,920 

6,949 

6,832 

6,677 

6,473 

6,149 

5,687 

5,125 

4,571 

10,261 

9,985 

10,246 

10,622 

10,489 

10,632 

10,167 

9,611 

9,709 

10,380 

0 5,000 10,000 15,000

２年度

元年度

30年度

29年度

28年度

27年度

26年度

25年度

24年度

23年度

通常債等

臨時財政対策債

（百万円）

（見込）

（決算見込）

1,047 

1,061 

1,095 

1,133 

1,028 

1,027 

1,177 

1,186 

1,598 

1,661 

0 500 1,000 1,500 2,000

２年度

元年度

30年度

29年度

28年度

27年度

26年度

25年度

24年度

23年度

（百万円）

（予算計上額）

（決算見込）

５．地方債残高の推移（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              ※端数処理（四捨五入）により合計 

                              が一致しない場合があります。 

 

 

６．公債費の推移（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



20 

【普通交付税とは】 

町の行政運営に必要な経費を一

定の方法により算出した額（基準財

政需要額）から、町に入る税収など

をもとに計算した額（基準財政収入

額）を差し引いた額で、国から交付

されるものです。 

【財政調整基金とは】 

将来の予期しない財源不足に対

応するために積み立てる基金です。 

【減債基金とは】 

地方債の償還や借入れの信用の

維持のために積み立てる基金です。 

【公共施設整備基金とは】 

将来の公共施設建設や財産維持

のために積み立てる基金です。 

これらの他に、地域福祉基金や井

堰管理基金など特定目的に使う基

金があります。 

620 

723 

838 

865 

966 

1,009 

1,116 

1,201 

1,222 

1,136 

380 

439 

546 

540 

541 

615 

711 

765 

726 

699 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

２年度

元年度

30年度

29年度

28年度

27年度

26年度

25年度

24年度

23年度

普通交付税

臨時財政対策債（借入額）

（予算計上額）

（百万円）

（決算見込）

1,161 

1,602 

1,650 

1,653 

1,645 

1,457 

1,232 

1,212 

1,190 

1,060 

179 

178 

178 

178 

178 

178 

177 

285 

436 

678 

1,119 

1,118 

1117 

1022 

797 

596 

446 

395 

345 

295 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

２年度

元年度

30年度

29年度

28年度

27年度

26年度

25年度

24年度

23年度

財政調整基金

減債基金

公共施設整備基金

（見込）

（百万円）

（決算見込）

７．普通交付税と臨時財政対策債の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．基金の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

９．地方債と基金の状況 

 

 （単位：千円） 

区         分 
平成 30年度末

現 在 高 

令和元年度末

現在高見込額 

令和２年度増減見込み 
令和２年度末 

現在高見込額 
当 該 年 度 中 

起 債 見 込 額 

当 該 年 度 中 

元金償還見込額 

地

方

債 

一般会計 10,245,703 9,985,497 1,282,500 1,007,493 10,260,504 

流域関連公共下水道事業会計 8,941,846 8,569,340 462,900 848,500 8,183,740 

水道事業会計 1,025,718 885,463 522,600 145,145 1,262,918 

合          計 20,213,267 19,440,300 2,268,000 2,001,138 19,707,162 

 （単位：千円） 

区         分 
平成 30年度末

現 在 高 

令和元年度末

現在高見込額 

令和２年度増減見込み 
令和２年度末 

現在高見込額 
当 該 年 度 中 

積 立 見 込 額 

当 該 年 度 中 

取り崩し見込額 

基

金 

一般会計 3,677,211 3,545,253 56,554 497,599 3,104,208 

国民健康保険特別会計 3,000 3,000 0 0 3,000 

介護保険特別会計 162,152 216,339 51 40,000 176,390 

流域関連公共下水道事業会計 150,000 110,000 0 110,000 0 

水道事業会計 897,000 817,000 0 80,000 737,000 

合          計 4,889,363 4,691,592 56,605 727,599 4,020,598 
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